
厚生労働省（数理・デジタル職）の携わる主な仕事 Ⅲ
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OECDは各国のデータ・政策を収集し、議論を通して政
策提言を行う国際機関です。新型コロナウイルスや高齢
化、気候変動など世界全体が直面する課題に取り組んで
おり、その議論に日本政府を代表して参加する重要な役
割を果たしています。
　日本政府が世界の国々との関係の中で適切な施策を
実行していくために、海外の事情や制度を知ることは必
要不可欠であるといえます。海外情報班では、諸外国の
社会保障、雇用・労働、保健医療政策の実態などについ
て、情報収集及び関係部局への情報提供を行っています。
また、収集した情報を、毎年海外情勢報告として取りまと
め、公表しています。この中で、数理職員は専門的な知見
を生かして、分野横断的な情報収集と、情報発信を担って
います。

　大使館では労働・教育分野を担当し、フィリピン政府の省庁や民間の機関などと日々調整や
相談を行っています。労働分野はフィリピンでも関心が高く、失業率をはじめ、コロナ禍におけ
る就労ルールの変更などがよくニュースにとりあげられており、自分の担当分野のニュースをよ
くチェックしたり、関連する会議に出席するなど最新の情報から取り残されないよう気をつけ
ています。また、JICAが行っている各種事業や、ILOやUNICEFといった国際機関を通じた支
援プロジェクトについて、調整をしています。思ったより忙しいというのが正直な感想ですが、
大臣、事務次官、局長クラスの人とコミュニケーションがとれる機会もあり、貴重な体験ができ
ますし、フィリピン人は陽気で、友好的と感じることが多いです。

海外勤務者（在フィリピン日本国大使館勤務）より

　厚生労働省は、保健医療（Health）・労働（Labour）・
社会保障（Welfare）等の分野の国際的な課題に積極的
に対応しています。例えば、日本政府が加盟しているWHO
（世界保健機関）、ILO（国際労働機関）、OECD（経済
開発協力機構）などの国際機関において、国際的な課題
や政策の在り方に関する議論に貢献しています。このよう
な国際業務に中心となってあたる大臣官房国際課は、担
当する業務が幅広いため、様々な職種の職員がそれぞれ
の専門性を活かして業務をしています。
　数理職員は現在２名が配属され、以下のような業務を
担当しています。
　主にOECD案件を扱う国際経済機関係では、データ提
供や報告書の確認、パリの本部で行われる国際会議（現
在はオンライン）出席などを行います。現在、数理職員
は医療・保健分野を担当し、どのようなデータを収集し
国際比較するべきか？といった議論に参加しています。

OECDの報告書より
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　経済や社会がグローバル化する中で、厚生労働行政においても、国際的な見地から政策課題に取り組むこと
も不可欠になってきています。以下では、数理・デジタル職員が活躍する国際業務についてご紹介します。

　厚生労働省職員としての経験を一定程度積んだ後、厚生労働分野のアタッシェ（担当官）として、大使館等の在外公館
で勤務する機会もあります。相手国政府は、少子高齢化が進んでいる日本の様々な制度、日本政府の対応ぶりに関心を
持っています。厚生労働分野のエキスパートとして、政府機関、様々な関係団体、国際機関等に説明、交渉することも多く、
ハードではありますがやりがいを感じる仕事であり、国際的なフィールドで幅広い経験を積むことができます。

　国際的な行政官を育成することを目的とした「行政官在外研究員（海外留学）制度（長期・短期）」があり、以前から数
理職員も派遣されています。

ミュンヘン市庁舎

　業務の中で関わった統計やファイナンスに対する理解をさらに深めたいと思い、行政官長期在外研
究員制度に応募し2021年10月からドイツに留学しています。これまで断片的な理解にとどまっていた
内容を体系的に捉えなおすことができるとともに、関連分野へも視野を広げることができ、有意義な
時間を過ごせています。日本との社会制度や文化の違いにより生活面で困惑することもありますが、
同時に、日本の制度を相対的に考えるきっかけにもなっています。

派遣者より

10. 国際業務、海外勤務、海外留学

国際業務  〉〉〉大臣官房国際課

海外勤務 ― 在外公館

海外留学 ― 大学院等

Health at a Glance 2021: OECD Indicators
Highlights for Japan

Health at a Glance provides the latest comparable data and trends on the performance of health systems in

OECD countries and key emerging economies. Alongside indicator-by-indicator analysis, this edition offers a

special chapter on the health impact of COVID-19.

Nearly three-quarters (73%) of the

Japanese population has been fully

vaccinated against COVID-19,

compared to 65% across the OECD

on average (as of November 1).

As of November 1, more than 1.7

million COVID-19 infections and

more than 18 000 deaths from the

virus had been recorded.

Life expectancy in Japan was

highest across OECD countries, at

84.7 years. Japan was one of only six

OECD countries where life

expectancy did not decline in 2020.

All-cause mortality in 2020 and the

first six months of 2021 rose by

4.9% compared with the 2015-2019

average.

Japan had the tenth-highest

vaccination rate across 37 OECD

countries as of November 1, a

significant improvement from the fifth-

lowest rate at the beginning of July.

COVID-19 vaccination has greatly accelerated; mental health remains a problem 

The COVID-19 crisis has had a

significant and negative impact on

population mental health. In Japan,

the prevalence of depression more

than doubled to 17% in early 2020,

compared with the previous year.

The prevalence of some risk

behaviours declined: in Japan,

smoking rates among older adults

declined during the pandemic,

possibly over concerns about worse

health outcomes.

Older populations have been hit hard:

in Japan, 85% of COVID-19 deaths

have occurred among people aged

60+, and nearly three-fifths occurred

among people aged 80 and older.

Cumulative excess mortality compared to reported COVID-19 deaths per million population, January 2020 to end June 2021

- 500

 0

 500

1 000

1 500

2 000

2 500

3 000

3 500

4 000

4 500
Excess deaths per 1 million population COVID-19 deaths per 1 million population


